
別紙１

(部局名)

１　開催日

２　委員の氏名及び役職等 委員長　

委員

委員

３  審査対象期間

４　審査契約件数

（１）公共工事

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 1 件

　　・審議件数 1 件

        0 件

②　随意契約によるもの 　

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 4 件

　　・審議件数 2 件

　　うち、契約金額が500万円以上のもの 2 件

　　うち、参加者が一者しかいないもの 1 件

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの 0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの 0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 2 件

　　・審議件数 1 件

1 件

0 件

0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの

0 件

５　審査案件の抽出方法

６　審査結果

不適切等と判断した件数 0 件

結果内容及び措置状況（具体的な内容を記載するとともに、審査を行った際の書類も併せて提出すること。）

駒井　重忠　　　弁護士

瀬古　智昭　　　公認会計士・弁護士

西川　退助　　　税理士

公共調達監視委員会の抽出委員による抽出を行った。

　　うち、低入札価格調査の対象となったもの

【本件に係る照会先】
鳥取労働局総務部総務課
　課長補佐　馬渕　正仁

   ℡ 0857-29-1700

所見なし。

公共調達監視委員会活動状況報告書

鳥取労働局

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

令和７年１月３０日（木）

　　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

　　うち、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

令和６年７月１日　～　令和６年１２月３１日契約締結分
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令和６年度第２回鳥取労働局公共調達監視委員会議事概要 
 

開催日  令和７年１月３０日（木） 
開催場所 鳥取労働局４階小会議室 
出席委員 駒井委員（委員長） 

瀬古委員（抽出委員） 
西川委員 

 
１．鳥取労働局公共調達審査会審議結果報告 
 ・事務局から、以下とおり報告した。 
  令和７年１月９日に開催した令和６年度第２回鳥取労働局公共調達審査会

において、令和６年７月１日から１２月３１日までの間における審査対象案

件の中で審議を行った。 
  審議対象の案件は、公共工事が１件、物品・役務関係が６件の計７件であっ

た。 
  ７件すべての審議を行い、内訳は公共工事の一般競争入札１件、物品・役務

の一般競争入札が４件、随意契約２件であった。 
  その結果、すべての案件において特段の問題は見られず、「所見なし」と判

断されたことを報告する。 
 

 
２．審議対象案件の抽出について 
・事前に抽出委員である瀬古委員により、公共調達監視委員会審議対象一覧表

の中から抽出していただいた。 
 審議対象案件は全部で７件の中から、公共工事、物品・役務関係について、

契約内容別に考慮しながら、近年に審査を実施していないものを中心に抽出

された。その結果、公共工事の一般競争入札が１件、物品・役務の一般競争入

札が２件、随意契約１件、計４件となった。 
 

 
３．審議 
（１）米子労働基準監督署使用面積拡張工事（１号案件） 
  ・参加２者の入札額が２倍以上となっているが予定価格の設定について問

題はないか。 
→予定価格については、事業所からの参考見積、設計事務所の積算、国土交

通省発行の積算マニュアルの計算方法による複数の方法から算出した。 
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不落となった事業所は県外の事業所であったため、公示対象の地域で事

務所を開設、人材の確保等を行う必要があることから、金額が高くなった

と推測している。 
 

（２）令和６～１０年度鳥取労働局の業務用自動車賃貸借業務一式（２号案件） 
・入札者の提案車種が同一であったようだが、金額差がついたのはどの部分

にあったと分析しているか。 
→例として付属のカーナビについて、仕様を満たすものであってもメーカ

ー等の違いから差がついた可能性はある。前提として装備類は仕様を満

たすものであることを確認するため、チェックリストに基づき確認して

いるので必要な装備を削って安価になったものではない。 
・契約書に納車日が記載されていないが、遅延損害金が発生する場合にどの

日を基準とするか明確でないのではないか。 
→契約書には仕様書を添付しており、仕様書に記載している。 
 自動車は登録後の諸手続きが必要なため、納車日は契約開始後定めた日

数以内で行うよう記載している。 
 

（３）令和６～８年度鳥取労働局管内のハローワーク業務のオンライン化に係

る事務用機器の賃貸借業務委託（３号案件） 
・参加１者となった要因はあるか。 
→賃貸借だけでなく、保守契約を含んでおり、鳥取県内のすべてのハローワ

ークの保守を行う必要がある。問題発生の連絡があった場合は２時間以

内の対応を行うことを仕様に入れていることから複数社に声掛けを行っ

たが、参加が少なかった。 
・この案件はこれまでもあったものか。 
→新規事業である。 
・参加が１者で同じ者からの参考見積のみで予定価格を設定した場合に入

札の公平性として疑念が生じることもあるが、入札の取消し等はないの

か。 
→要領上は複数者から見積を取ることとされており、実際に複数の業者に

依頼した。結果的に見積提出を辞退され徴取できた見積が１者となって

もやむを得ないと考えている。また、価格調査が可能な物品等は参考見積

書と同一とならないよう、仕様については一部変更している。いずれにし

ても幅広く参考見積の依頼、価格調査を行っていきたい。 
 

（４）令和６年度複写機（コニカミノルタ社製）の保守契約（４号案件） 
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・契約価格は前事業所と同一だったか。 
→同一である。価格交渉も行ったうえで同一の金額となったものと思量し

ている。 
・契約は間隔無く引き継がれたか。 
→間隔無く引き継がれた。 
・仮に引継ぎ先がより高額な金額を提示してきた場合はどのように対応す

るのか。 
→価格交渉を実施していくことになると思う。予算確保の状況等勘案し提

示された金額で対応できる範囲内か確認していくなどの対応が考えられ

る。コピー機は各現場の使用頻度が高いものなので安定的に使用できる

よう対応することになる。 
 

４．審議結果 
   各案件について「所見なし」とする。 


